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研究成果の概要（和文）：　本研究では、政治体制、民族比率の２つの作業仮説を検討することを通じて、資源
通過国が紛争当事国となる蓋然性・潜在性について研究してきた。最終年度である平成31年度においては、焦点
をあてた新規性の高い紛争研究として、体系化した包括的プラットフォームを形成するべく、研究の成果（２つ
のモデル）と処方箋を集大成した研究成果として、法律文化社より『資源地政学』を発刊した。発刊に先立ち、
研究分担者、協力者による研究会を開催し、知見の十分な共有を図った。この成果発信を通じて、資源通過国の
資源当事者化を回避する斬新な知見を広く世に問うことがかなった。

研究成果の概要（英文）：This study shows the couclusion that connectivity should be improved to 
promote freer movement and trade.  This will contribute to more balanced trade with big power, 
constituting the situation of mutual assured dependence. In the economic security, For example, the 
Mongolian enervator of improving food security will be regarded as a hopeful model of neutral 
economic diplomacy for strong economic security, which is regarded as the first step to the new 
balanced order.In terms of continuous, balanced economic diplomacy for landlocked countries, strong 
ties with neighouring countries should be kept and enhanced. This should be perceived as economic 
diplomacy in which partners should create an economic network and consortium for freer trade,
preventing from the so-called trap of landlocked area.

研究分野： 国際政治学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
現代の紛争の中でも資源紛争ほど人類に大きな影を落とした紛争はない。資源配分における当事者意識の覚醒
は、民主主義の産物でもある。民主主義諸国を通過するエネルギー資源をめぐって、国内の既存の民族紛争と資
源が「情報」を通じて結合し、資源通過の費用が国内の民族間対立と連動して争点化する。２つの仮説をもとに
学際的な研究体制により新規性・独自性の高い体系的研究を行い、「内陸国の罠」概念を中心に学際的な知的プ
ラットフォームを形成した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

2014 年のウクライナ紛争が、ロシアからウクライナ・欧州へのガスの価格交渉に端

を発することは記憶に新しい。しかし対照的なことに、ロシアからベラルーシ経由で EU

に延びるパイプラインの価格交渉は、ほとんど国際的に争点化しない。他にもモンゴル

から中国経由で対日輸出されている石炭も同様である。ウクライナの例のように、資源

通過と民族（言語）・領土紛争が結合する場合があるのはなぜか。すなわちある事例で

は、紛争と資源通過が負のスパイラルに陥る。しかし他の事例ではその陥穽は生じない。

そこで、次の２つの既存研究を援用して資源通過国の紛争当事者化の回避策を考察する

ことが肝要であると考えた。 
 
 
２．研究の目的 

現代の紛争の中でも資源をめぐる紛争ほど人類に大きな影を落とした紛争はない。資
源配分における当事者意識の覚醒は、民主主義の産物でもある。ここに民主主義体制を
とる諸国を通過するエネルギー資源をめぐって、国内の既存の民族紛争とエネルギー資
源とが「情報」を通じて結合してしまう陥穽がある。価格交渉という経済合理性によっ
て解決されるべき資源通過の費用が国内の民族間の対立と連動して争点化する。特に 20
世紀後半からの民主化の「波」により、資源・民族の両要素が移行期の民主主義体制に
よって結合する事例が増加する。ここに、単なる地域紛争には収まらない包括的研究と
してこの課題の新規性があり本研究の独自性がある。この問題を検討すべく２つの仮説
をもとに学際的な研究体制により新規性・独自性の高い体系的研究を行うのが本研究の
目的である。 
 
 
３．研究の方法 

ラセット（Bruce M.Russett）による民主的平和論の研究、即ち自由民主主義的体制
国同士の戦争可能性が小さく、逆に民主国家と非民主国家間の戦争可能性は小さくない
という命題が歴史的事例をもとに検証されて久しい。この民主体制による平和論は、資
源の生産・通過・消費国の３者間の政治体制でも適用されうるか（本文「１」の②で詳
述）。この問いに立脚するのが第一仮説である。即ち、民主的平和モデル=「資源紛争は、
生産・通過・消費各国内の政治体制により変化する」である。資源通過国が民主的であ
れば交渉者は民族問題を含めた世論の分裂に直面する。本研究では、資源の生産・通過・
消費国の３者の政治体制を吟味し、エネルギーの価格交渉という経済合理性の課題が民
主体制下で高度に政治化し、関係国の外交政策の課題となり同時に通過国内の民族紛争
と連動し、紛争拡大の危険を惹起させることに注目する。 

既に資源と紛争をめぐっては、「天然資源の呪い」と総称される研究により、天然資
源産出が資源生産国の発展につながらないことが統計的に示されている(Ian Bannon, 
et al.,2003)。このモデルのうち民族構成比率の条件モデルを用いて資源紛争の発生可
能性を考える。すなわち資源の「呪い」モデルとし、「多数民族の割合によって資源通
過国の紛争が拡大しやすい」とする。具体的には、通過国における多数民族の割合が一
定の場合、資源通過にまつわる紛争が生じやすいと考える。この仮説をもとに検証を行
った。 
 
 
４．研究成果 

これまでの本共同研究を集大成した研究成果として、過年度の各学会報告等における
議論をふまえて、法律文化社より『資源地政学』を発刊した。発刊に先立ち、研究分担
者、協力者による研究会を開催し、知見の十分な共有を図った。この成果発信を通じて、
資源通過国の資源当事者化を回避する斬新な知見を広く世に問うことがかなった。 
 具体的には、まず内陸国の罠から議論を始めた。即ち「内陸国は、公海の自由及び人
類の共同の財産に関する権利を含むこの条約に定める権利の行使のために海への出入
りの権利を有する。このため、内陸国は、通過国の領域においてすべての輸送手段によ
る通過の自由を享有する。」（海洋法条約 125 条）とされ「通過運送に対しては、いかな
る関税、租税その他の課徴金も課してはならない」（同 127 条）に補われる形で、通過
の自由は完全なものに見えるにもかかわらず、現実には、内陸国には資源輸送にあたっ
ての桎梏がある。例えば沿岸国において非関税障壁あるいは地方税等が課せられること
が多く、同条の内容の実行は、内陸国と沿岸国の二国間合意次第である 。大局的にい
えば、１）海軍力不在ゆえの軍事不均衡による同盟の停頓、２）貧弱な接続性に起因す
る多くの貿易障壁と貿易不均衡が内陸国に見られる。なぜ内陸国は、軍事的にも経済的



にも沿岸国に優れないのか。そこには内陸性に起因する限界があるのではないか。これ
を代表者は「内陸国の罠」と呼ぶ。こうした状況をはじめ世界各地の事例を２つの仮説
をもとに分析したものが本書である。 
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